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概 要

本稿では，浄水場の運転管理における薬品費と電力費の削減取組みについて，宇和島市水道局柿

原浄水場での事例を報告する。薬品費削減では，原水や浄水の水質に応じて過不足のない注入量を

決めることが課題となるが，特に浄水フローの前塩素と後塩素の注入比を変更し塩素使用量の削減

を図った取組みについて報告する。電力費削減では，水運用を最適化する高度なシステムを導入す

ることなく，運転員が送水ポンプの起動停止を簡易的に判断でき，結果として電力のピークシフト

を実現することで契約電力の削減を図った取組みについて報告する。

キーワード：運転管理，運用コスト，薬品注入，水運用，電力ピークシフト

1．は じ め に

近年，浄水場の運転管理においては，安全面を重視

しつつも，より運用コストを意識した運転管理が求め

られている。

薬品注入では，原水水質や要求される浄水水質に応

じて，過不足のない注入量を決めることが課題となる。

浄水の安全性確保，場内における殺菌・殺藻・無機物

/有機物酸化のために注入する塩素は，日々変動する

原水水質や気象条件等に対応できるように，過去の実

績や現場の経験に基づいて調整されているケースが多

く，所定の場所の残留塩素濃度 (以下残塩濃度) で管

理されている。本稿では，宇和島市水道局柿原浄水場

において，浄水フローの前段で注入する前塩素，後段

で注入する後塩素の注入比を変更することで，合計の

塩素使用量の削減効果が確認できた事例について報告

する。

水運用においても，運用コスト削減への要求が高

まってきており，中でも電力料金に関しては，夜間電

力の活用や，電力のピークシフトを意識した運転管理

が求められている。この要求に応えるためには，時々

刻々と変化する水需要を予測し，配水池バッファを有

効活用したポンプやバルブの最適運転計画を算出する

システム (水運用最適化システム) が効果的である。

しかしながら，システム導入に必要な予算を確保する

ことが困難な水道事業体では，運転員が簡易的な判断

で日々の運転管理が可能な，より安価な方法で電力料

金を低減できることが望ましい。本稿では，同浄水場

を事例として，水運用最適化システムを導入すること

なく，運転員が送水ポンプの起動停止を簡易的に判断

でき，結果として電力のピークシフトを実現すること

で契約電力を削減する方法を立案した。また，契約電

力の削減により低減できる電力料金を試算したので，

その結果を報告する。

2．対象プロセス

宇和島市水道局柿原浄水場のフロー及び送・配水プ

ロセスを Fig. 1 に示す。浄水処理は凝集沈澱急速ろ

過方式であり，凝集剤は PAC を使用している。沈澱

池には傾斜板が設置されている。塩素は次亜塩素酸ナ

トリウムが使用されており，混和池 (前塩素) とろ過

池出口 (後塩素) の 2箇所で注入されている。残塩計

はろ過池出口と浄水池出口に設置されている。

送・配水プロセスは，丸山配水池から自然流下で市

街地配水区域に 1 日約 16,000 m3 配水している。4 台

の同特性の送水ポンプ (固定速) で送水し，吐出能力

は 420 m3/h/台で容量 110 kW である。また，配水池

の断面積は 1,077 m2 で，水位は 3.0〜5.9 m の範囲で，

かつ，朝の高水需要時間帯に備え朝 6 : 00 には水位が

高め (5.1〜5.3 m) になるよう意識して，運転員が手

動で送水ポンプの起動停止を行っている。

運用コスト低減を目的とした浄水場の運転方法の改善70



3．塩素使用量低減の取組み

3. 1 残留塩素濃度管理の取組み

柿原浄水場における従来の前・後塩素注入による残

塩濃度を Fig. 2に示す。Fig. 2は塩素注入率が比較的

高くなる夏場のデータを元に作成している。また混和

池の残塩濃度は前塩素注入率の設定値をプロットして

いる。本浄水場では過去に，臭気の混入，取水源であ

るダム湖由来の鉄・マンガンの濃度上昇，アンモニア

態窒素濃度の上昇，等が不定期に観測されたことが

あった経緯から，前塩素注入率が比較的高い設定値と

なっており，これに応じて沈澱池出口残塩，ろ過池出

口残塩も高い濃度で推移していた。しかしながら近年

は，高い前塩素注入率を必要とするような原水水質の

発生頻度は低く，一定の塩素要求量はあるものの安定

した原水水質となっていた。また，2011 年 8 月の水

質検査において，浄水の総トリハロメタン濃度は

0.031 mg/L と水質基準値以下であったが，配水・給

水における時間経過で増加することや，より安全な水

道水の観点から，前塩素注入率を下げることが検討さ

れていた。そこで 2012 年度から，浄水残塩の管理値

を変えることなく，前塩素と後塩素の注入比の見直し

を行った (Fig. 2)。

本浄水場において最も残塩濃度が低下するろ過池出

口で，細菌の繁殖防止のため残塩濃度がゼロとならな

いように沈澱池出口残塩濃度の目標値を設定し，この

設定濃度を維持できるように前塩素注入率を調整する

こととした。ろ過池におけるろ過砂との接触等による

残塩減少量の蓄積データから，沈澱池出口残塩濃度は

0.3 mg/L と設定した。

3. 2 塩素使用量の削減効果

2011 年度と 2012 年度の前塩素注入率 (Fig. 3)，後

塩素注入率 (Fig. 4)，浄水残塩 (Fig. 5) の年間のト

レンドを示す。2012 年度は，年間を通して前塩素注

入率が低く，後塩素注入率が高くなっている。ただし

2013 年 1 月から 3 月の期間は，前年度の同時期と同

じ沈澱池出口残塩濃度で管理を行ったため，前・後塩

素注入率に違いが出ていない。

前塩素と後塩素の注入比を変更したことによる塩素

使用量の削減効果を評価するため，2011 年度と 2012

年度のデータを比較し，浄水残塩，原水濁度，水温，

日照時間，降水量がほぼ同レベルとなっている期間を

抽出した。評価期間として 6/25〜7/15 の期間①，

11/24〜12/20 の期間②を抽出した。この期間におい

ては臭気等の原水水質悪化は見られなかった。浄水残

塩は期間①で 0.73〜0.74 mg/L，期間②で 0.62〜0.63

mg/L であった。期間①では，前塩素注入率は 2011

年度の 1.7 mg/L から 2012 年度は 1.0 mg/L に減少し，

後塩素注入率は 0.2 mg/L から 0.6 mg/L へと増加し

ていた。期間②では，前塩素注入率は 1.2 mg/L から

1.0 mg/L となり，後塩素注入率は 0.1 mg/L から 0.4

mg/L となった。

Fig. 6 に 2011 年度，2012 年度の期間①・②の前・

後塩素の取水量 1000 m3 当たりの塩素使用量を示す。

期間①では前塩素：後塩素の注入比が 7.1 対 1.0 から

1.7 対 1.0 となり，塩素使用量は 18% の削減効果が見

られた。期間②における注入比は 9.5 対 1.0 から 2.3

対 1.0 と変化していたが，塩素使用量の削減幅は 2%

であった。
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4．契約電力削減に向けた取組み

4. 1 電力量と電力ピークについて

当該浄水場全体の消費電力量の割合を Fig. 7の左

図に示す。図に示すように，送水ポンプ電力量が全体

の 73% を占める。このことから，送水ポンプの運転

方法を改善することが電力料金の低減に繋がることが

分かる。なお，その他電力量は，照明や空調，薬品注

入ポンプ動力，OA機器といった送水ポンプ以外すべ

ての電力量を表す。

また，契約電力種別は高圧 A季節別時間帯別電力

Ⅱ型で，契約電力は 360 kWである。ここでの契約電

力とは昨年度記録した時間積算の最大電力 (量) であ

る。最大電力 (量) を記録した H20.8.23 の時系列変

化を Fig. 7の右図に示す。図の□は送水ポンプを 30

分間 3台同時起動した時間帯である。朝方に配水池水

位が高くなるよう，送水ポンプを追加起動したために

電力ピークが高くなっていた。そこで本稿では，この

電力ピークを抑制して契約電力を削減できるよう送水

ポンプの運転方法を改善した。なお，時間帯別の電力

単価は，昼間 9 円 01 銭/kWh，夜間 8 円 49 銭/kWh

と差が小さく，夜間電力利用による電力料金の低減は

効果が期待できないため，本稿では考慮しない。

4. 2 電力ピーク削減ポテンシャル

電力ピークを削減する余地があるかを調べるため，

年間で最も水需要が多い 8 月 1 日〜31 日の実データ

に基づいて，従来運転 (実績) と，下記最適化問題を

解いた運転である電力ピークシフト運転とを比較した。

ここで，添え字 k は時刻を表し，yk は送水ポンプ運

転台数 [台]，lkは配水池水位 [m]，Pkは施設全体の

消費電力量 [kWh]，qk は水需要 [m3/h]，αk はその

他電力量 [kWh] を表す。

min. max (Pk(yk)),

s.t. 3.0≤lk(yk)≤5.9 (k=1,⋯24),

yk1−yk≤1 (k=1,⋯24),

l0−l24≤0.3,

where Pk=110yk+αk,

lk=lk1+(420yk−qk)1077.
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この最適化問題を 31 日分解いた結果を Fig. 8に示

す。現状の契約電力 360 kWに対して，電力ピークシ

フト運転では，ピーク電力量を 45 kW 削減し，315

kWまで抑制できることが分かった。これは送水ポン

プ 2 台起動の電力量 220 kW とその他電力量 95 kW

から成る値で，3台同時起動しない運転が可能である。

4. 3 配水池の規定水位を意識した運転方法

当該浄水場では，上述した通り，高水需要に備えて

朝方に送水ポンプを 3台同時起動するケースがあった。

このことから，Fig. 9に示すように，夜間水需要が少

ない 3時〜5 時の時間帯であっても規定水位を下回る

場合には，送水ポンプを 2台起動する運転方法を立案

した。この規定水位は，Table 1に示すように，最大

の水需要が発生しても 6 : 00 の水位を 5.1 m 以上にす

るために最低限必要な水位を表す。点検など非定常時

には別の規定水位を予め定めておく必要がある。

なお，この運転方法による契約電力の削減は下記

(1)〜(3)の条件を満たす場合にのみ適用可能であり，

当該浄水場はこの条件を満たしている。

(1) 固定速ポンプの起動停止運転である

(2) ポンプが占める電力量の割合が高い

(3) その他電力量の時系列変化が少ない
5．お わ り に

本稿では，稼働中の浄水場における運用コスト削減

の取組みとして，塩素を対象とした薬品注入改善と，

電力ピークシフトによる契約電力削減を検証した。

薬品費削減の取組みにおいては，原水が前塩素注入

の処理目的をそれほど必要としない水質に変化した際，

浄水処理フローにおいて残塩濃度がゼロとならない条

件で，前塩素と後塩素の注入比を変更する運用改善を

検証し，前塩素注入率を下げて後塩素注入率を高くす

ることで合計の塩素使用量に削減効果が現れること，

特に夏場においては 20% 弱の削減幅となることを確

認した。今後は原水水質の悪化が見られた場合の，残

塩濃度の適正管理手段の構築と，現在運転員が残塩の

手分析により調整している前塩素注入率に，日射量や

水温の影響を取り入れながら運転員の負荷低減を図る

ことで，より安定した残塩濃度管理を図っていく。

電力費削減の取組みにおいては，水運用最適化シス

テムを導入することなく，朝方の高水需要時でも送水

ポンプ 2台起動で需給バランスがとれる配水池の規定

水位を明確にし，夜間でも規定水位を下回っている場

合には早めに送水ポンプを起動する運転方法を立案し

た。この運転方法により契約電力を 45 kW削減でき，

結果として Table 2 に示すように，従来運転と比べ

て約 1,200 千円 (約 4%) の電力料金低減が期待でき

る。本運転は当該浄水場で実運用中であり，1 年間運

転を継続して効果を検証していく。
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